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個人単位の期間制限とは

○ 派遣先の同一の事業所において、継続的に派遣を受け入れることができる期間は、原則、３年

としており、派遣先が３年を超えて派遣を受け入れようとする場合は、派遣先の事業所の過半数

労働組合（過半数労働組合がない場合は、過半数代表者）からの意見を聴く必要がある。（事業

所単位の期間制限）（法第40条の２）

○ 派遣元事業主が、同一の派遣労働者を、派遣先の事業所における同一の組織単位（いわゆる

「課」）に対し派遣できる期間は、３年としている。（個人単位の期間制限）（法第35条の３）

※ 派遣労働者が無期雇用労働者である場合等の一定の場合に、事業所単位及び個人単位の期間制限が適用されない。

① 派遣労働者が無期雇用労働者の
場合

② 派遣労働者が60 歳以上である場
合

③ 有期プロジェクト業務（※１）
に派遣労働者が従事する場合

④ 「日数限定業務」（※２）に派
遣労働者が従事する場合

⑤ 産前産後休業、育児休業及び介
護休業等で休業する労働者の業
務に派遣労働者が従事する場合

（※１）事業の開始、転換、拡大、縮小又
は廃止のための業務であって一定の期間
内に完了することが予定されているもの

（※２）派遣労働者の従事する業務が１箇
月間に行われる日数が、当該派遣就業に
係る派遣先に雇用される通常の労働者の
１箇月間の所定労働日数に比し相当程度
少なく、かつ、月10 日以下である業務

期間制限が適用されない場合



○３年を超えての有期雇用派遣労働者の受入状況／期間延長手続きの実施状況（派遣先調査）
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３年を超えての有期雇用派遣労働者の受入れ状況 期間延長手続きの実施状況

（N＝3,452） （N＝713）

受入れている
20.7%

受入れていない
73.6%

わからない
5.8%

行った
77.8%

行っていない
8.6%

わからない
13.6%

※資料出所：厚生労働省委託「労働者派遣法施行状況調査（令和元年度実施）」



○意見聴取の対象者（組合か過半数代表か）／過半数労働者代表の選出方法（派遣先調査）
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意見聴取の対象者（組合か過半数代表か） 主な過半数労働者代表の選出方法

過半数労働

組合の代表
28.4%

過半数労

働者代表
71.6%

24.6%

7.9%

3.0%

38.0%

9.6%

13.4% 13.9%

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%
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30.0%

35.0%

40.0%

投票(紙) 投票(メール) 投票(WEB

･アプリ等)

挙手 持ち回り 事業主か

らの指名

その他

（N＝555） （N＝366）※該当するもの全て

※資料出所：厚生労働省委託「労働者派遣法施行状況調査（令和元年度実施）」



○期間延長が必要な理由（派遣先調査）
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37.8%

57.5%

9.0%

13.3%

3.1%

25.9%

10.5%

22.3%

3.8% 5.2%
1.8%

0.0%
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30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

※ 該当するもの全て

（N＝555）

※資料出所：厚生労働省委託「労働者派遣法施行状況調査（令和元年度実施）」



○意見聴取の際の反対意見の有無／事業所単位の派遣期間制限に対する考え（派遣先調査）
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あった
0.9%

なかった
94.6%

わからない
4.7%

意見聴取の際の反対意見の有無

（N＝555）

期限は必要だが、

3年より短縮すべき
0.0%

今のままで

よい
23.2%

制限は必要

で、3年より延

長すべき
18.2%

制限は不要
37.9%

わからない
19.1%

事業所単位の派遣期間制限に対する考え

（N＝3,450）

※資料出所：厚生労働省委託「労働者派遣法施行状況調査（令和元年度実施）」



○回答者の属性（組合か過半数代表か）（過半数組合等調査）
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過半数労働組

合の代表
23.7%

過半数の労働者代表
76.3%

（N＝620）

※資料出所：厚生労働省委託「労働者派遣法施行状況調査（令和元年度実施）」

※派遣先事業所において、派遣期間制限の延長手続き
に係る意見聴取を受けたことのある過半数労働組合
又は過半数代表者に対する調査

※回答については、派遣先を経由せず、直接調査業者
に送付する形で集計した



○期間延長が必要な理由（事業主から説明を受けた内容）（過半数組合等調査）
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（N＝620）

※ 該当するもの全て ※資料出所：厚生労働省委託「労働者派遣法施行状況調査（令和元年度実施）」



○意見聴取の際の反対意見の有無／不利益取扱いを受けた経験の有無（過半数組合等調査）
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反対しなかった
99.2%

反対した
0.8%

（N＝620）

反対意見の内容

・固定的な労働力の確保に対し、一時的な対応では
技能の流出含め会社としても補完できないため
・派遣社員の正社員化の検討を打診したため

意見聴取の際の反対意見の有無

ない
99.7%

ある
0.3%

（N＝620）不利益取扱いを受けた経験の有無

※ ｢過半数代表であること(もしくはなろうとした
こと等)により、不利益な取扱いを受けたことが
ありましたか｣との質問に対する回答

※ N＝620には過半数組合と過半数代表者の双方
が含まれている

※資料出所：厚生労働省委託「労働者派遣法施行状況調査（令和元年度実施）」



○個人単位の派遣期間制限に対する意見（派遣元調査）
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制限は必要だが、3年

より短縮すべき
1.4%

今のままでよい
24.3%

制限は必要で、3

年より延長すべ

き
15.9%

制限は不要
41.0%

わからない
17.4%

（N＝1,527）

※資料出所：厚生労働省委託「労働者派遣法施行状況調査（令和元年度実施）」



○個人単位の期間制限によるキャリアアップ効果に関する意見（個人調査）
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【いろいろな職場を経験でき

るなど、キャリア形成にプラ

スの影響がある】に近い
4.6%

どちらかというと【い

ろいろな職場を経験

できるなど、キャリ

ア形成にプラスの

影響がある】に近い
13.6%

どちらともいえない
47.2%

どちらかというと【職場

が変わることで、キャリ

ア形成にマイナスの影

響がある】に近い
18.6%

【職場が変わること

で、キャリア形成に

マイナスの影響が

ある】に近い
15.9%

※ 「有期雇用の派遣社員の場合、最大３年毎に派遣先の職場を変更しなければ
ならない点に関して、どちらの意見に近いか」との質問に対する回答

【いろいろな職場を経験でき

るなど、キャリア形成にプラ

スの影響がある】に近い

5.2％

どちらかというと【い

ろいろな職場を経

験できるなど、キャ

リア形成にプラスの

影響がある】に近い

14.2％

どちらともいえない

48.4％

どちらかというと【職場

が変わることで、キャ

リア形成にマイナスの

影響がある】に近い

18.2％

【職場が変わること

で、キャリア形成に

マイナスの影響が

ある】に近い

13.9％

（N＝2,610）
調査対象者全体からの回答

（N＝1,100）
派遣労働者からの回答

※資料出所：厚生労働省委託「労働者派遣法施行状況調査（令和元年度実施）」



○個人単位の期間制限に対する意見（個人調査）

11

今のままでよい

12.3％

制限は必要だが、３年

より短縮すべき

4.5％

制限は必要で、３年

より延長すべき

11.5％

制限は不要

37.3％

わからない

34.4％

※ ｢｢派遣先の同一の組織単位(同じ課など)において、同一の派遣労働者を受け入れられるのは３年まで｣という
個人単位の期間制限についてどのように考えるか｣との質問に対する回答

（N＝2,610）調査対象者全体からの回答

今のままでよい
11.9%

制限は必要だ

が、３年より短縮

すべき
3.5%

制限は必要で、３年

より延長すべき
11.5%

制限は不要
44.9%

わからない
28.2%

（N＝1,100）派遣労働者からの回答

※資料出所：厚生労働省委託「労働者派遣法施行状況調査（令和元年度実施）」



過去の主な指摘

○ 国として過半数労働組合のある事業所の割合、意見聴取において過半数労働組合等から反対意見
が出された割合及びその内容等の実態を把握するための調査及び分析を行うこと 。（略）
労働者が過半数代表者であること若しくは過半数代表者になろうとしたこと又は過半数代表者と

して正当な行為をしたことを理由として不利益な取扱いをしてはならないことを省令で定め、その
違反に対しては厳正に対処すること。その状況によっては、不利益取扱いに関する規制の在り方に
ついて検討すること。
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労働者派遣事業の 適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する法律等の一部
を改正する法律案に対する附帯決議（平成 27 年９月８日参議院厚生労働委員会）



論点

○ 期間延長手続きを適切に実施していない事例が一部に見られた一方で、過半数組合等

からの反対意見はほとんどなく、不利益取扱いが行われている実態もほとんど見られな

い、という状況を踏まえ、事業所単位の期間制限の在り方についてどう考えるか。

事業所単位の期間制限について
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○ 派遣労働者自身に「期間制限は不要」や「職場が変わることでキャリア形成にマイナ

スの影響がある」との意見があること、雇用安定措置の施行状況を見ると、一定程度雇

用の安定に繋がっていると考えられること等を踏まえ、個人単位の期間制限の在り方に

ついてどう考えるか。

個人単位の期間制限について


